
求職者支援制度の状況等について

平成２５年７月３０日

職業安定分科会雇用保険部会（第90回）

資料１



検討の視点Ⅰ
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今後、制度の内容について見直しを検討するにあたっては、以下のような視点が必要。

１ 制度が特定求職者に十分に認知され、訓練受講につながっているか。

２ 特定求職者の就職に必要な訓練が、質・量ともに確保されているか。

３ 訓練期間中の生活支援が、特定求職者の訓練受講や就職に役立っているか。

４ 制度の利用が、安定した就職につながっているか。 等

求職者支援制度に関する今後の検討の視点

第１３条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行の状況等を勘案し、特定求職者の就職

に関する支援施策の在り方について総合的に検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて
所要の措置を講ずるものとする。

２ 前項の特定求職者の就職に関する支援施策の在り方についての検討を行うに当たっては、その支援施策に
要する費用の負担の在り方について速やかに検討し、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

検討規定（求職者支援法附則第１３条）
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受講者の状況Ⅱ
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受講者について①（男女別）

○ 平成２３年１０月以降の１年８か月で約１６万４千人が受講

○ 受講生の６割が女性であり、分野別では医療事務分野は９６．６％が女性、ＩＴ分野は約７割が男
性となっている

男性
29.9%

女性
70.1%

基礎コース

男性
36.9%

女性
63.1%

実践コース

男性
67.7%

女性
32.3%

ＩＴ

男性
36.5%

女性
63.5%

営業・販売・事務
男性
3.4%

女性
96.6%

医療事務

男性
38.9%

女性
61.1%

介護福祉

男性
45.2%

女性
54.8%

デザイン

男性
30.2%

女性
69.8%

その他

（表１）求職者支援訓練受講者数（平成23年10月～平成25年5月）

平成23年度 平成24年度
平成25年度

（平成25年4月～5月）
累計

合計 50,758人 98,546人 15,060人 164,364人

基礎 13,883人 26,258人 4,948人 45,089人

実践 36,875人 72,288人 10,112人 119,275人
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機密性○ 受講者について②（年齢別）

○ 年齢別では、２５～２９歳が１６％と高く、次いで３０～３４歳（１４．６％）、
３５～３９歳（１４．５％）が続いている

年齢階層 20歳未満 20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上 合計

合計

受講者数 3,856人 19,062人 26,484人 24,045人 23,844人 22,229人 16,339人 12,475人 9,187人 5,743人 1,100人164,364人

割合 2.3% 11.6% 16.1% 14.6% 14.5% 13.5% 9.9% 7.6% 5.6% 3.5% 0.7% 100.0%

基礎コース

受講者数 1,150人 5,014人 6,248人 5,757人 6,037人 6,347人 4,936人 3,805人 3,197人 2,186人 412人 45,089人

割合 2.6% 11.1% 13.9% 12.8% 13.4% 14.1% 10.9% 8.4% 7.1% 4.8% 0.9% 100.0%

実践コース

受講者数 2,706人 14,048人 20,236人 18,288人 17,807人 15,882人 11,403人 8,670人 5,990人 3,557人 688人119,275人

割合 2.3% 11.8% 17.0% 15.3% 14.9% 13.3% 9.6% 7.3% 5.0% 3.0% 0.6% 100.0%

※平成２３年１０月～平成２５年５月開講コース 5



機密性○ 受講者について③（分野別・年齢別）

○ 分野別にみると、医療事務分野は２０～２９歳で約４割を占めている。また、介護分野は他の分野
と比べ４０代、５０代の占める割合が高い

年齢階層 20歳未満 20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上 合計

ＩＴ

受講者数 170人 1,620人 2,909人 2,572人 2,152人 1,585人 1,044人 713人 428人 236人 56人 13,485人

割合 1.3% 12.0% 21.6% 19.1% 16.0% 11.8% 7.7% 5.3% 3.2% 1.8% 0.4% 100.0%

営業・販売
・事務

受講者数 281人 2,665人 4,048人 3,588人 3,391人 2,878人 1,944人 1,334人 832人 512人 102人 21,575人

割合 1.3% 12.4% 18.8% 16.6% 15.7% 13.3% 9.0% 6.2% 3.9% 2.4% 0.5% 100.0%

医療事務

受講者数 467人 2,438人 2,803人 2,097人 1,987人 1,695人 983人 492人 203人 55人 8人 13,228人

割合 3.5% 18.4% 21.2% 15.9% 15.0% 12.8% 7.4% 3.7% 1.5% 0.4% 0.1% 100.0%

介護福祉

受講者数 951人 2,766人 3,342人 3,799人 4,844人 5,304人 4,405人 3,793人 2,845人 1,570人 286人 33,905人

割合 2.8% 8.2% 9.9% 11.2% 14.3% 15.6% 13.0% 11.2% 8.4% 4.6% 0.8% 100.0%

デザイン

受講者数 162人 1,961人 3,203人 2,638人 2,124人 1,643人 1,060人 735人 478人 318人 65人 14,387人

割合 1.1% 13.6% 22.3% 18.3% 14.8% 11.4% 7.4% 5.1% 3.3% 2.2% 0.5% 100.0%

その他

受講者数 675人 2,598人 3,931人 3,594人 3,309人 2,777人 1,967人 1,603人 1,204人 866人 171人 22,695人

割合 3.0% 11.4% 17.3% 15.8% 14.6% 12.2% 8.7% 7.1% 5.3% 3.8% 0.8% 100.0%

※平成２３年１０月～平成２５年５月開講コース 6



制度の周知について
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 「職員の紹介」や「パンフレット等の広報」など、ハローワークにおける取組によって制度を知っ
た割合が７０％を超えている

○ ハローワーク以外では、「家族や友人・知人に勧められた」の割合が25.9％と最も高く、次いで
「訓練実施機関の広報」の8.1％となっている

31.4%

40.6%

8.1%

1.6% 3.1%
0.1%

2.1%

25.9%

5.3% 6.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

求職者支援制度をどのように知ったか（複数回答）

※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成 7



制度利用の理由
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 求職者支援制度を利用しようと思った理由は、70％以上が「職業訓練を無料で受けられること」
で、次いで「ハローワークで就職支援を受けられること」をあげている一方、「職業訓練受講給付金
があること」は4.6％となっている

職業訓練を無料で受け

られる（技能や知識を習

得することができる）こと
72.6%ハローワークで

就職支援を

受けられること
8.9%

求職者支援訓練実施機

関で無料のキャリア・コ

ンサルティングを受けら

れること
5.8%

職業訓練受講給付金が

あること
4.6%

その他
1.1% 無回答

6.9%

求職者支援制度を利用しようと思った理由

※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成 8



配偶者いる、

子どもいる
13.4%

配偶者いる、

子どもいない
6.4%

配偶者いない、

子どもいる
1.5%配偶者いない、

子どもいない
68.1%

不明
10.5%

男性

受講者について④（配偶者、子どもの有無）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 受講者のうち、配偶者がいる方は27.9％、子どもがいる方は32.8％

○ 配偶者がおらず、同居の子どもがいると回答した方の割合は13.2％。年齢別の割合では、30代、
40代の方の割合が高い

配偶者いる、

子どもいる
19.6%

配偶者いる、

子どもいない
8.3%

配偶者いない、

子どもいる
13.2%

配偶者いない、

子どもいない
50.6%

不明
8.3%

配偶者、同居の子どもの有無

配偶者がおらず、同居の子どもがいる受講者の年齢別割合

10代
0.4%

20代
17.3%

30代
34.2%

40代
31.8%

50代
13.5%

60代以上
2.8% ※ 求職者支援訓練受講者を対象とした

平成24年度JILPT調査結果から作成 9

（注） 配偶者の有無、
同居の子どもの有無の
いずれか一方でも「無回答」の
場合を「不明」とした

配偶者いる、

子どもいる
22.8%

配偶者いる、

子どもいない
9.3%

配偶者いない、

子どもいる
19.1%

配偶者いない、

子どもいない
41.8%

不明
7.0%

女性



受講者について⑤（生計の担い手）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 「自分以外の生計の主な担い手と同居している」割合が51.5％と最も高く、次いで「自分自身が生
計の主な担い手」が35.5％となっており、男女ともに同様の傾向

※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成
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生計の主な

担い手（1人

暮らしを含む）
35.5%

自分以外の

生計の主な

担い手と同居
51.5%

自分以外の

生計の主な

担い手と別居
2.5%

その他
5.6%

無回答
4.9%

生計の担い手

生計の主な

担い手（1人

暮らしを含む）
32.2%

自分以外の

生計の主な

担い手と同居
54.8%

自分以外の

生計の主な

担い手と別居
2.5%

その他
5.6%

無回答
5.0%

女性

生計の主な

担い手（1人

暮らしを含む）
42.2%

自分以外の

生計の主な

担い手と同居
45.1%

自分以外の

生計の主な

担い手と別居
2.4%

その他
5.7%

無回答
4.7%

男性



受講者について⑥（本人収入、世帯収入）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 受講直前１年間の収入のうち、本人収入については、「０円超100万円以下」の割合が38.9％と
最も高く、「収入なし」と「０円超100万円以下」の合計は64.2％

○ 世帯収入については、「200万円超300万円以下」と「100万円超200万円以下」の割合が高い

なし
25.3%

0円超100万円以下
38.9%

100万円超200万円以下
18.7%

200万円超300万円以下7.8%
300万円超400万円以下2.7%
400万円超500万円以下1.0% 500万円超600万円以下0.6%

600万円超700万円以下0.3%
700万円超0.4% 無回答4.4%

本人収入

なし
5.0%

0円超

100万円以下
10.3%

100万円超

200万円以下
12.6%

200万円超

300万円以下
12.7%

300万円超

400万円以下
9.9%

400万円超

500万円以下
5.2%

500万円超

600万円以下
3.7%

600万円超

700万円以下
3.1%

700万円超
4.6%

無回答
32.9%

世帯収入（単身世帯除く）

※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成 11



受講者について⑦（各種給付の受給状況）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 求職者支援訓練受講者の6.7％が「生活保護」、1.2％が「住宅手当」を受けている

生活保護6.7%

住宅手当1.2%

公的年金2.3%

その他8.3%

どれも受けていない
76.5%

無回答5.3%

各種給付を受けているか

※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成 12



受講者について⑧（資産の状況）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 世帯全体の金融資産の状況について、「0円超100万円以下」が26.2％と最も高く、次いで「な
し」が19.9％

○ 300万円以下は、全体の6割

なし
19.9%

0円超100万円以下
26.2%

100万円超

200万円以下
7.9%

200万円超

300万円以下
6.1%

300万円超

400万円以下
3.6%

400万円超

500万円以下
2.3%

500万円超

600万円以下
1.8%

600万円超

700万円以下
0.9%

700万円超

800万円以下
0.7%

800万円超

900万円以下
0.5%

900万円超

1000万円以下
0.9%

1000万円超
3.5%

無回答
25.6%

世帯全体の金融資産

※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成 13



受講者について⑨（直近の働き方）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 直近の働き方について、男女ともに「パート・アルバイト」が最も割合が高く、次いで「正社員・
正職員」が高い

○ 「パート・アルバイト」は男性の35.6％、女性の49.8％と女性の割合が高く、「正社員・正職
員」は男性の33.5％、女性の23.1％と男性の割合が高い

正社員・

正職員
26.6%

契約社員
10.4%

派遣社員
9.2%

パート・

アルバイト
45.0%

自営業・

家族従業員
2.9%

働いた経験がない
1.3%

その他
1.6%

無回答
3.0%

いちばん最近働いていた時の働き方

正社員・

正職員
33.5%

契約社員
10.1%

派遣社員
9.0%

パート・

アルバイト
35.6%

自営業・

家族従業員
4.8%

働いた経験がない
2.1%

その他
1.8%

無回答
3.1%

男性

正社員・

正職員
23.1%

契約社員
10.5%

派遣社員
9.3%

パート・

アルバイト
49.8%

自営業・

家族従業員
2.0%

働いた経験がない
0.9%

その他
1.5%

無回答
2.8%

女性

※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成
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受講者について⑩（正社員・正職員歴、非正社員・非正職員歴）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 正社員・正職員歴は、「５年以上」が35.8％と最も高く、「なし」は19.8％

○ 非正社員・非正職員歴は、「５年以上」が29.1％と最も高く、「なし」は8.2％

なし
19.8%

1年未満
8.6%

1～3年

未満
14.0%

3～5年

未満
14.2%

5年以上
35.8%

無回答
7.6%

正社員・正職員歴

なし
8.2% 1年未満

11.6%

1～3年

未満
15.8%

3～5年

未満
14.6%

5年以上
29.1%

無回答

20.7%

非正社員・非正職員歴

※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成 15



受講者について⑪（仕事を探している期間）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 仕事を探している期間は、「３～６か月未満」が最も割合が高く、６か月未満の合計が60.0％

○ また、１年以上の割合も19.1％

1か月未満
13.3%

1～2か月未満
13.9%

2～3か月未満
10.8%

3～6か月

未満
21.0%

6か月～

1年未満
15.9%

1年～1年6か月未満
6.5%

1年6か月～2年未満
3.1%

2年～3年未満
3.8%

3年～4年未満
1.6%

4年～5年未満
1.0%

5年以上3.1% 無回答5.9%
仕事を探している期間 ※ 求職者支援訓練受講者を対象とした

平成24年度JILPT調査結果から作成
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生計の状況
生計の主な担い手
（1人暮らしを含む）

自分以外の生計の
主な担い手と同居

自分以外の生計の
主な担い手と別居

（仕送りなど）
その他 無回答

仕事を
探している

期間

～6ヶ月 36.4% 52.9% 2.2% 4.6% 3.9%

6か月～
1年未満

36.5% 50.6% 2.6% 5.5% 4.9%

1年以上 35.3% 47.8% 3.0% 8.6% 5.3%

本人収入 なし 0～100万
100～
200万

200～
300万

300万以上 無回答

仕事を
探している

期間

～6ヶ月 11.1% 43.0% 24.5% 10.7% 6.6% 4.1%

6か月～
1年未満

24.5% 43.7% 15.9% 6.1% 4.7% 5.3%

1年以上 65.8% 24.3% 5.0% 1.7% 1.2% 2.0%

仕事を探している期間別の生計の状況 仕事を探している期間別の本人の収入



受講者について⑫（雇用保険受給状況）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 雇用保険の受給が終了した者など、雇用保険制度に加入していた者の割合が約58％

○ 雇用保険未加入者の割合が34.0％

加入していなかったため、

受給していない
34.0%

加入したが

被保険者期間が足りず、

受給していない
11.7%

受給している
25.5%

受給が終了している
20.7%

無回答
8.0%

雇用保険受給状況 ※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成
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生計の状況
生計の主な担い手
（1人暮らしを含む）

自分以外の生計の
主な担い手と同居

自分以外の生計の
主な担い手と別居

（仕送りなど）
その他 無回答

雇用保険
受給状況

加入していな
かったため、

受給していない
34.4% 51.3% 3.0% 7.0% 4.3%

加入したが
被保険者期間

が足りず、
受給していない

42.2% 45.7% 2.7% 5.9% 3.5%

受給している 35.6% 56.9% 1.5% 3.5% 2.5%

受給が終了
している 38.5% 49.7% 2.1% 5.4% 4.3%

本人収入 なし 0～100万
100～
200万

200～
300万

300万以上 無回答

雇用保険
受給状況

加入していな
かったため、

受給していない
34.0% 47.9% 11.6% 2.9% 1.0% 2.6%

加入したが
被保険者期間

が足りず、
受給していない

14.6% 58.9% 19.7% 2.8% 1.5% 2.6%

受給している 6.5% 23.2% 32.2% 19.1% 14.3% 4.7%

受給が終了
している 36.2% 34.9% 15.6% 6.1% 2.9% 4.3%

雇用保険受給状況別の生計の状況 雇用保険受給状況別の本人の収入



受講者について⑬（雇用保険受給終了からの期間）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 雇用保険受給終了後期間は、「２年以上」の割合が21.9％と最も高く、次いで「１か月未満」が
21.6％と高い

○ 6ヶ月未満までの合計で54.6％

1か月未満
21.6%

1～2か月未満
17.4%

2～3か月未満6.5%

3～6か月未満9.0%

6か月～1年未満
11.1%

1年～2年

未満
11.1%

2年以上
21.9%

無回答
1.3%雇用保険の受給が終了してから

どれくらい経過しているか

※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成
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生計の状況
生計の主な担い手
（1人暮らしを含む）

自分以外の生計の
主な担い手と同居

自分以外の生計の
主な担い手と別居

（仕送りなど）
その他 無回答

雇用保険
受給終了
からの
期間

～6ヶ月 40.4% 49.4% 1.3% 4.9% 4.0%

6か月～
1年未満

40.4% 49.3% 4.8% 2.7% 2.7%

1年以上 35.6% 51.0% 2.8% 6.7% 3.9%

本人収入 なし 0～100万
100～
200万

200～
300万

300万以上 無回答

雇用保険
受給終了
からの
期間

～6ヶ月 19.4% 37.5% 23.4% 9.5% 4.6% 5.6%

6か月～
1年未満

47.9% 41.1% 6.2% 2.1% 0.0% 2.7%

1年以上 60.3% 28.2% 6.5% 2.1% 0.9% 2.1%

雇用保険受給終了後期間別の生計の状況 雇用保険受給終了後期間別の本人の収入



受講者について⑭（希望している働き方）
（平成24年度ＪＩＬＰＴ調査の結果より）

○ 受講者の７５％以上が、「正社員・正職員」という働き方を希望している

正社員・正職員
75.5%

契約社員
2.6%

派遣社員
0.8%

パート・

アルバイト
15.2%

その他
1.6%

無回答
4.3%

希望している働き方

※ 求職者支援訓練受講者を対象とした
平成24年度JILPT調査結果から作成 19



訓練の実施状況Ⅲ

20



訓練の実施状況について①（認定、開講、受講、就職の状況）

認定コース数 認定定員数 応募者数 開講コース数 開講定員数 受講者数 中止率 充足率

基礎 4,805コース 90,390人 58,116人 3,835コース 73,179人 45,089人 20.2% 61.6%

実践 12,520コース 271,430人 151,941人 9,220コース 204,045人 119,275人 26.4% 58.5%

※ 平成23年10月～平成25年5月開講コース

※ 「中止率」の算定式は、「認定コース数－開講コース数」÷「認定コース数」

※ 「充足率」の算定式は、「受講者数」÷「開講定員数」

終了コース数 受講者数
就職理由以外
の中退者数

就職理由
中退者数

修了者数 就職者数 就職率
雇用期間
定めなし

関連就職

基礎 2,467コース 28,950人 2,076人 2,130人 24,710人 19,877人 76.5% 62.8% -

実践 5,679コース 72,697人 5,781人 4,974人 61,806人 50,984人 76.3% 67.9% 66.3%

※ 平成25年1月末までに終了した訓練コース

※ 「就職率」の算定式は、「就職者数」÷「就職理由中退者数＋修了者数－公共職業訓練受講者数（基礎コースのみ：861人）」

※ 「関連就職」は、就職者が就職状況報告の時に訓練コースの内容に関連した業種または職種への就職と自己申告した割合 21



訓練の実施状況について②（認定、開講、受講、就職の状況：分野別）

認定コース数 認定定員数 応募者数 開講コース数 開講定員数 受講者数 （割合） 中止率 充足率

ＩＴ 1,741コース 36,899人 16,607人 1,125コース 24,534人 13,485人 (11.3%) 35.4% 55.0%

営業・販売・
事務

3,115コース 64,265人 26,499人 2,017コース 42,570人 21,575人 (18.1%) 35.2% 50.7%

医療事務 1,338コース 28,493人 17,284人 1,027コース 22,079人 13,228人 (11.1%) 23.2% 59.9%

介護福祉 2,532コース 62,413人 44,218人 2,098コース 52,181人 33,905人 (28.4%) 17.1% 65.0%

デザイン 1,342コース 28,427人 18,239人 1,063コース 22,629人 14,387人 (12.1%) 20.8% 63.6%

その他 2,452コース 50,933人 29,094人 1,890コース 40,052人 22,695人 (19.0%) 22.9% 56.7%

※ 平成23年10月～平成25年5月開講コース

※ 「中止率」の算定式は、「認定コース数－開講コース数」÷「認定コース数」

※ 「充足率」の算定式は、「受講者数」÷「開講定員数」

終了コース数 受講者数
就職理由以外
の中退者数

就職理由
中退者数

修了者数 就職者数 就職率
雇用期間
定めなし

関連就職

ＩＴ 717コース 8,474人 916人 836人 6,680人 5,522人 73.4% 57.8% 58.0%

営業・販売・
事務

1,296コース 13,980人 1,261人 1,567人 11,129人 9,242人 72.7% 62.3% 55.9%

医療事務 676コース 8,782人 595人 760人 7,427人 6,071人 74.1% 67.9% 63.1%

介護福祉 1,249コース 19,742人 1,256人 369人 18,105人 15,333人 82.9% 75.7% 87.1%

デザイン 606コース 8,361人 722人 713人 6,926人 5,700人 74.6% 62.7% 53.2%

その他 1,135コース 13,358人 1,031人 729人 11,539人 9,116人 74.3% 69.7% 57.1%

※ 平成25年1月末までに終了した訓練コース

※ 「就職率」の算定式は、「就職者数」÷「就職理由中退者数＋修了者数」

※ 「関連就職」は、就職者が就職状況報告の時に訓練コースの内容に関連した業種または職種への就職と自己申告した割合
22



都道府県別 認定・開講・受講状況①

※ 平成23年10月～平成25年5月開講コース

都道府県
認定数

（）内はコース数
開講数

（）内はコース数
応募者数 受講者数 中止率 充足率

北海道

22,501 (954) 17,296 (721) 13,468 10,455 24.4% 60.4%

5,633 (261) 4,454 (199) 3,504 2,656 23.8% 59.6%

16,868 (693) 12,842 (522) 9,964 7,799 24.7% 60.7%

青森

5,739 (301) 3,807 (206) 2,715 2,247 31.6% 59.0%

1,239 (70) 971 (56) 681 563 20.0% 58.0%

4,500 (231) 2,836 (150) 2,034 1,684 35.1% 59.4%

岩手

4,614 (272) 3,826 (222) 2,830 2,256 18.4% 59.0%

2,256 (133) 1,834 (107) 1,315 1,089 19.5% 59.4%

2,358 (139) 1,992 (115) 1,515 1,167 17.3% 58.6%

宮城

8,565 (418) 5,645 (274) 3,749 3,018 34.4% 53.5%

3,557 (189) 2,273 (122) 1,524 1,209 35.4% 53.2%

5,008 (229) 3,372 (152) 2,225 1,809 33.6% 53.6%

秋田

2,552 (147) 1,910 (106) 1,407 1,143 27.9% 59.8%

859 (55) 638 (40) 460 370 27.3% 58.0%

1,693 (92) 1,272 (66) 947 773 28.3% 60.8%

山形

3,703 (199) 2,425 (129) 1,443 1,263 35.2% 52.1%

968 (54) 823 (46) 599 521 14.8% 63.3%

2,735 (145) 1,602 (83) 844 742 42.8% 46.3%

福島

7,373 (441) 5,269 (315) 3,044 2,565 28.6% 48.7%

3,213 (198) 2,336 (142) 1,270 1,076 28.3% 46.1%

4,160 (243) 2,933 (173) 1,774 1,489 28.8% 50.8%

茨城

5,085 (292) 3,485 (202) 2,502 2,069 30.8% 59.4%

1,875 (114) 1,610 (98) 1,417 1,125 14.0% 69.9%

3,210 (178) 1,875 (104) 1,085 944 41.6% 50.3%

栃木

3,984 (227) 2,769 (156) 1,745 1,478 31.3% 53.4%

1,203 (72) 935 (56) 660 568 22.2% 60.7%

2,781 (155) 1,834 (100) 1,085 910 35.5% 49.6%

群馬

5,350 (259) 4,312 (207) 3,052 2,473 20.1% 57.4%

1,359 (77) 1,055 (59) 818 653 23.4% 61.9%

3,991 (182) 3,257 (148) 2,234 1,820 18.7% 55.9%

埼玉

12,056 (564) 8,692 (414) 5,433 4,489 26.6% 51.6%

3,498 (201) 2,666 (156) 1,839 1,462 22.4% 54.8%

8,558 (363) 6,026 (258) 3,594 3,027 28.9% 50.2%

千葉

13,293 (588) 10,545 (461) 8,158 6,256 21.6% 59.3%

3,401 (165) 2,764 (134) 2,138 1,638 18.8% 59.3%

9,892 (423) 7,781 (327) 6,020 4,618 22.7% 59.3%

都道府県
認定数

（）内はコース数
開講数

（）内はコース数
応募者数 受講者数 中止率 充足率

東京

41,414 (1660) 33,460 (1333) 28,632 21,224 19.7% 63.4%

5,434 (213) 5,027 (194) 5,246 3,616 8.9% 71.9%

35,980 (1447) 28,433 (1139) 23,386 17,608 21.3% 61.9%

神奈川

17,614 (738) 13,487 (564) 10,327 7,602 23.6% 56.4%

4,628 (231) 3,455 (177) 2,598 1,952 23.4% 56.5%

12,986 (507) 10,032 (387) 7,729 5,650 23.7% 56.3%

新潟

5,140 (301) 3,764 (219) 2,477 2,129 27.2% 56.6%

1,612 (107) 1,224 (84) 830 706 21.5% 57.7%

3,528 (194) 2,540 (135) 1,647 1,423 30.4% 56.0%

富山

2,636 (175) 1,520 (98) 837 721 44.0% 47.4%

645 (48) 381 (28) 222 193 41.7% 50.7%

1,991 (127) 1,139 (70) 615 528 44.9% 46.4%

石川

2,748 (173) 1,986 (121) 1,124 968 30.1% 48.7%

806 (62) 509 (39) 342 286 37.1% 56.2%

1,942 (111) 1,477 (82) 782 682 26.1% 46.2%

福井

1,009 (67) 555 (36) 299 268 46.3% 48.3%

365 (26) 255 (17) 118 104 34.6% 40.8%

644 (41) 300 (19) 181 164 53.7% 54.7%

山梨

2,477 (128) 2,066 (108) 1,667 1,286 15.6% 62.2%

582 (33) 533 (30) 561 394 9.1% 73.9%

1,895 (95) 1,533 (78) 1,106 892 17.9% 58.2%

長野

5,022 (274) 3,818 (201) 2,787 2,376 26.6% 62.2%

1,402 (85) 1,116 (67) 905 780 21.2% 69.9%

3,620 (189) 2,702 (134) 1,882 1,596 29.1% 59.1%

岐阜

3,770 (222) 2,691 (160) 1,825 1,535 27.9% 57.0%

1,235 (75) 947 (57) 678 580 24.0% 61.2%

2,535 (147) 1,744 (103) 1,147 955 29.9% 54.8%

静岡

6,040 (358) 3,538 (207) 1,981 1,723 42.2% 48.7%

1,885 (130) 1,211 (83) 654 567 36.2% 46.8%

4,155 (228) 2,327 (124) 1,327 1,156 45.6% 49.7%

愛知

13,811 (657) 9,225 (429) 6,097 4,908 34.7% 53.2%

1,921 (110) 1,336 (76) 859 690 30.9% 51.6%

11,890 (547) 7,889 (353) 5,238 4,218 35.5% 53.5%

三重

2,433 (132) 1,829 (97) 1,296 1,032 27.1% 56.4%

880 (50) 729 (40) 504 399 21.6% 54.7%

1,553 (82) 1,100 (57) 792 633 30.5% 57.5%

※ 上段が合計、中段が基礎コース、下段が実践コース 23



都道府県別 認定・開講・受講状況②

※ 上段が合計、中段が基礎コース、下段が実践コース

都道府県
認定数

（）内はコース数
開講数

（）内はコース数
応募者数 受講者数 中止率 充足率

滋賀

3,414 (187) 2,125 (117) 1,267 1,037 37.4% 48.8%

1,042 (63) 758 (46) 438 355 27.0% 46.8%

2,372 (124) 1,367 (71) 829 682 42.7% 49.9%

京都

7,047 (346) 5,807 (283) 4,853 3,864 18.2% 66.5%

1,783 (99) 1,655 (91) 1,615 1,237 8.1% 74.7%

5,264 (247) 4,152 (192) 3,238 2,627 22.3% 63.3%

大阪

45,909 (1866) 39,321 (1583) 32,751 24,746 15.2% 62.9%

9,232 (381) 8,549 (349) 7,777 5,917 8.4% 69.2%

36,677 (1485) 30,772 (1234) 24,974 18,829 16.9% 61.2%

兵庫

15,031 (700) 12,220 (560) 9,091 6,933 20.0% 56.7%

3,510 (183) 3,069 (159) 2,332 1,741 13.1% 56.7%

11,521 (517) 9,151 (401) 6,759 5,192 22.4% 56.7%

奈良

4,338 (222) 3,303 (166) 2,295 1,798 25.2% 54.4%

1,163 (59) 1,048 (54) 665 518 8.5% 49.4%

3,175 (163) 2,255 (112) 1,630 1,280 31.3% 56.8%

和歌山

2,632 (140) 1,825 (96) 1,320 1,088 31.4% 59.6%

765 (42) 680 (37) 525 416 11.9% 61.2%

1,867 (98) 1,145 (59) 795 672 39.8% 58.7%

鳥取

1,480 (85) 1,274 (73) 1,021 776 14.1% 60.9%

430 (24) 430 (24) 338 258 0.0% 60.0%

1,050 (61) 844 (49) 683 518 19.7% 61.4%

島根

1,016 (55) 773 (42) 545 479 23.6% 62.0%

389 (26) 330 (22) 258 224 15.4% 67.9%

627 (29) 443 (20) 287 255 31.0% 57.6%

岡山

4,701 (265) 2,762 (158) 1,946 1,651 40.4% 59.8%

1,101 (67) 658 (42) 365 323 37.3% 49.1%

3,600 (198) 2,104 (116) 1,581 1,328 41.4% 63.1%

広島

7,051 (368) 5,527 (282) 4,333 3,517 23.4% 63.6%

1,749 (108) 1,420 (87) 1,124 917 19.4% 64.6%

5,302 (260) 4,107 (195) 3,209 2,600 25.0% 63.3%

山口

2,463 (144) 1,339 (83) 666 584 42.4% 43.6%

708 (47) 484 (32) 237 203 31.9% 41.9%

1,755 (97) 855 (51) 429 381 47.4% 44.6%

徳島

2,310 (123) 1,800 (94) 1,356 1,125 23.6% 62.5%

535 (29) 390 (21) 265 213 27.6% 54.6%

1,775 (94) 1,410 (73) 1,091 912 22.3% 64.7%

都道府県
認定数

（）内はコース数
開講数

（）内はコース数
応募者数 受講者数 中止率 充足率

香川

3,026 (156) 2,433 (121) 1,759 1,354 22.4% 55.7%

763 (41) 658 (35) 629 478 14.6% 72.6%

2,263 (115) 1,775 (86) 1,130 876 25.2% 49.4%

愛媛

2,686 (147) 2,113 (114) 1,603 1,250 22.4% 59.2%

854 (48) 690 (38) 536 421 20.8% 61.0%

1,832 (99) 1,423 (76) 1,067 829 23.2% 58.3%

高知

1,431 (87) 1,213 (73) 1,256 831 16.1% 68.5%

447 (30) 372 (25) 383 241 16.7% 64.8%

984 (57) 841 (48) 873 590 15.8% 70.2%

福岡

22,335 (1000) 17,222 (761) 12,125 9,970 23.9% 57.9%

5,715 (262) 4,701 (213) 3,833 3,019 18.7% 64.2%

16,620 (738) 12,521 (548) 8,292 6,951 25.7% 55.5%

佐賀

2,478 (132) 1,753 (93) 1,031 924 29.5% 52.7%

649 (36) 485 (27) 312 274 25.0% 56.5%

1,829 (96) 1,268 (66) 719 650 31.3% 51.3%

長崎

4,789 (248) 3,956 (202) 3,055 2,504 18.5% 63.3%

1,255 (73) 1,120 (65) 818 669 11.0% 59.7%

3,534 (175) 2,836 (137) 2,237 1,835 21.7% 64.7%

熊本

6,651 (342) 5,222 (270) 4,270 3,308 21.1% 63.3%

1,626 (91) 1,397 (80) 1,297 936 12.1% 67.0%

5,025 (251) 3,825 (190) 2,973 2,372 24.3% 62.0%

大分

4,022 (198) 3,182 (155) 2,463 2,007 21.7% 63.1%

1,150 (55) 910 (43) 743 611 21.8% 67.1%

2,872 (143) 2,272 (112) 1,720 1,396 21.7% 61.4%

宮崎

4,889 (260) 3,730 (195) 3,199 2,528 25.0% 67.8%

1,227 (71) 1,030 (59) 854 716 16.9% 69.5%

3,662 (189) 2,700 (136) 2,345 1,812 28.0% 67.1%

鹿児島

5,499 (292) 4,564 (235) 3,251 2,570 19.5% 56.3%

1,672 (94) 1,354 (75) 994 780 20.2% 57.6%

3,827 (198) 3,210 (160) 2,257 1,790 19.2% 55.8%

沖縄

7,693 (415) 5,840 (313) 5,706 4,036 24.6% 69.1%

2,169 (117) 1,909 (104) 2,036 1,425 11.1% 74.6%

5,524 (298) 3,931 (209) 3,670 2,611 29.9% 66.4%

全国計

361,820 (17,325) 277,224 (13,055) 210,057 164,364 24.7% 59.3%

90,390 (4805) 73,179 (3835) 58,116 45,089 20.2% 61.6%

271,430 (12520) 204,045 (9220) 151,941 119,275 26.4% 58.5%

※ 平成23年10月～平成25年5月開講コース 24



都道府県別 就職状況①

※ 上段が基礎コース、下段が実践コース※ 平成25年1月末までに終了した訓練コース 25
※ 有効求人倍率は平成24年度平均

都道府県 コース数
受講

開始者数
修了者等数 就職者数 就職率

雇用期間
定めなし

有効
求人倍率

北海道
125 1,749 1,627 1,215 74.6% 59.8%

0.62
330 5,047 4,672 3,554 76.0% 64.0%

青森
25 289 267 216 80.8% 50.9%

0.61
91 990 929 716 77.0% 55.0%

岩手
66 640 585 428 73.1% 40.1%

0.94
86 873 826 605 73.2% 46.2%

宮城
81 781 707 511 72.2% 46.5%

1.12
88 976 915 655 71.5% 55.2%

秋田
25 232 216 163 75.4% 49.6%

0.69
42 469 440 343 77.9% 61.2%

山形
28 322 278 223 80.2% 47.5%

0.91
47 423 395 311 78.7% 51.7%

福島
94 734 669 509 76.0% 51.6%

1.06
108 941 860 687 79.8% 59.6%

茨城
63 729 681 511 75.0% 60.4%

0.80
70 592 532 379 71.2% 68.3%

栃木
40 417 373 239 64.0% 61.0%

0.82
67 612 573 447 78.0% 71.1%

群馬
42 457 433 350 80.8% 64.5%

0.97
98 1,168 1,096 853 77.8% 73.5%

埼玉
101 937 842 633 75.1% 62.0%

0.58
153 1,764 1,591 1,156 72.6% 71.8%

千葉
83 981 884 639 72.2% 64.0%

0.67
199 2,709 2,449 1,791 73.1% 71.3%

都道府県 コース数
受講

開始者数
修了者等数 就職者数 就職率

雇用期間
定めなし

有効
求人倍率

東京
116 2,260 2,009 1,343 66.8% 63.0%

1.13
714 10,797 9,807 7,433 75.7% 64.6%

神奈川
123 1,332 1,198 824 68.7% 62.6%

0.59
239 3,507 3,224 2,213 68.6% 69.0%

新潟
53 469 442 360 81.4% 45.5%

0.85
85 931 880 680 77.2% 55.2%

富山
19 134 118 112 94.9% 62.5%

0.99
38 291 267 221 82.7% 60.1%

石川
27 183 162 118 72.8% 61.8%

0.97
52 450 421 328 77.9% 70.1%

福井
13 75 68 58 85.2% 55.1%

1.18
10 79 74 58 78.3% 70.6%

山梨
18 252 222 182 81.9% 67.0%

0.66
53 580 530 396 74.7% 67.4%

長野
44 509 469 350 74.6% 57.4%

0.82
83 958 902 666 73.8% 57.6%

岐阜
37 384 364 304 83.5% 57.8%

0.98
64 589 552 448 81.1% 69.4%

静岡
54 341 319 252 78.9% 63.0%

0.79
76 649 613 480 78.3% 68.3%

愛知
55 487 386 264 68.3% 71.5%

1.14
221 2,509 2,286 1,681 73.5% 67.4%

三重
28 263 239 173 72.3% 68.2%

0.90
39 391 359 271 75.4% 73.4%



都道府県別 就職状況②

※ 上段が基礎コース、下段が実践コース※ 平成25年1月末までに終了した訓練コース 26
※ 有効求人倍率は平成24年度平均

都道府県 コース数
受講

開始者数
修了者等数 就職者数 就職率

雇用期間
定めなし

有効
求人倍率

滋賀
29 222 200 162 81.0% 56.1%

0.68
47 442 398 324 81.4% 61.1%

京都
58 783 682 500 73.3% 70.2%

0.81
114 1,591 1,485 1,117 75.2% 70.4%

大阪
219 3,673 3,218 2,660 82.6% 73.6%

0.81
771 11,722 10,706 8,307 77.5% 74.4%

兵庫
101 1,136 995 774 77.7% 75.1%

0.69
255 3,259 3,007 2,339 77.7% 72.4%

奈良
34 330 298 241 80.8% 70.9%

0.72
72 803 751 606 80.6% 73.2%

和歌山
23 278 255 193 75.6% 56.9%

0.84
32 351 317 245 77.2% 71.0%

鳥取
16 187 164 122 74.3% 42.6%

0.72
24 243 224 185 82.5% 51.8%

島根
17 175 143 112 78.3% 51.7%

0.96
10 132 124 98 79.0% 59.1%

岡山
26 215 195 155 79.4% 62.5%

1.09
62 683 643 498 77.4% 72.4%

広島
56 570 518 423 81.6% 56.7%

0.90
122 1,601 1,434 1,083 75.5% 66.3%

山口
17 109 100 75 75.0% 58.6%

0.87
31 214 207 156 75.3% 67.9%

徳島
12 135 125 108 86.4% 59.2%

0.89
43 534 496 406 81.8% 70.1%

都道府県 コース数
受講

開始者数
修了者等数 就職者数 就職率

雇用期間
定めなし

有効
求人倍率

香川
23 301 266 228 85.7% 56.5%

1.08
55 532 487 391 80.2% 64.9%

愛媛
27 284 266 233 87.5% 54.5%

0.83
42 458 414 316 76.3% 64.8%

高知
16 158 122 99 81.1% 55.5%

0.63
31 342 323 250 77.3% 58.0%

福岡
133 1,882 1,683 1,317 78.2% 71.7%

0.72
319 4,034 3,669 2,894 78.8% 73.2%

佐賀
19 217 201 158 78.6% 56.9%

0.75
39 358 339 280 82.5% 69.6%

長崎
42 419 391 289 73.9% 58.8%

0.65
83 1,095 998 765 76.6% 63.9%

熊本
55 623 507 399 78.6% 62.4%

0.69
117 1,487 1,346 1,037 77.0% 68.8%

大分
32 435 380 289 76.0% 63.3%

0.74
65 826 766 595 77.6% 71.5%

宮崎
36 433 383 312 81.4% 61.5%

0.71
79 1,100 1,033 857 82.9% 69.7%

鹿児島
53 568 532 426 80.0% 69.2%

0.66
98 1,097 1,037 827 79.7% 69.0%

沖縄
63 860 797 625 78.4% 61.7%

0.42
115 1,498 1,383 1,036 74.9% 63.7%

全国計
2,467 28,950 25,979 19,877 76.5% 62.8%

0.82
5,679 72,697 66,780 50,984 76.3% 67.9%



給付金の支給状況Ⅳ

27



職業訓練受講給付金の支給状況①（年齢・男女別）
（平成24年度）

【受給状況（男女別）】

初回受給者数 割合

合計 58,439 100.0%

男性 24,025 41.1%

女性 34,414 58.9%

【受給状況（年齢・男女別）】

年齢階層 20歳未満 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上 合計

合計

受給者数 1,957 6,565 9,180 8,825 8,801 8,158 5,722 4,235 3,185 1,502 309 58,439

割合 3.3% 11.2% 15.7% 15.1% 15.1% 14.0% 9.8% 7.2% 5.5% 2.6% 0.5% 100.0%

男性

受給者数 702 2,375 3,393 3,413 3,384 3,209 2,630 2,140 1,783 837 159 24,025

割合 2.9% 9.9% 14.1% 14.2% 14.1% 13.4% 10.9% 8.9% 7.4% 3.5% 0.7% 100.0%

女性

受給者数 1,255 4,190 5,787 5,412 5,417 4,949 3,092 2,095 1,402 665 150 34,414

割合 3.7% 12.2% 16.8% 15.7% 15.7% 14.4% 9.0% 6.1% 4.1% 1.9% 0.4% 100.0%

※ 初回受給者とは、訓練開始後に初めて職業訓練受講給付金の支給決定が行われた者 28



職業訓練受講給付金の支給状況②（支給決定・不支給決定件数）
（平成24年度）

【支給決定・不支給決定件数】

件数［件］ 割合

合計 251,140 100.0%

支給決定件数 240,879 95.9%

不支給決定件数 10,261 4.1%

【不支給決定件数（不支給理由別）】

件数[件] 割合

不支給決定件数 計 10,261 100.0%

本人収入8万円超（本人収入要件） 526 5.1%

世帯収入25万円超（世帯収入要件） 1,303 12.7%

世帯金融資産300万円超（資産要件） 31 0.3%

居住外の土地等の所有（土地・建物要件） 1 0.0%

訓練の欠席（出席要件） 7,600 74.1%

同一世帯受講者あり（世帯に１人要件） 2 0.0%

雇用保険法等における不正（不正要件） 2 0.0%

その他（就職支援拒否、不正受給等によるもの） 796 7.8%

※ 平成24年度における支給決定・不支給決定の延べ件数 29



職業訓練受講給付金の支給状況③（受給者割合）

求職者支援訓練
受講者数

うち職業訓練受講給付金
初回受給者数

受講者数に占める
初回受給者割合

101,762人 50,783人 49.9%

※ 職業訓練受講給付金は、公共職業訓練を受講する特定求職者も、要件を満たせば支給されるが、
上記には、公共職業訓練の受講者で、職業訓練受講給付金の初回受給者は含んでいない。

なお、公共職業訓練の受講者で職業訓練受講給付金の初回受給者は１１，４３５人で、これらの者
を含めると６１．１％

平成23年10月から平成24年9月に開講した求職者支援訓練の受講者のうち
職業訓練受講給付金の初回受給者の割合

30



通所手当の支給状況について

【通所手当 受給状況】

職業訓練受講給付金
初回受給者数

［人］

うち通所手当受給者数
［人］

初回受給者数に占める
通所手当受給者数の割合

平成23年度 23,618 20,918 88.6%

平成24年度 58,439 51,509 88.1%

合計 82,057 72,427 88.3%

【通所手当 支給金額別受給状況】

支給金額
1円
～

4,999円

5,000円
～

9,999円

10,000円
～

14,999円

15,000円
～

19,999円

20,000円
～

24,999円

25,000円
～

29,999円

30,000円
～

34,999円

35,000円
～

39,999円

40,000円
～

42,500円
合計

１か月の
平均支給額

平成23年度
受給者数［人］ 4,475 8,097 4,492 2,189 879 452 199 77 58 20,918 

10,581円

割合 21.4% 38.7% 21.5% 10.5% 4.2% 2.2% 1.0% 0.4% 0.3% 100.0%

平成24年度
受給者数［人］ 13,260 19,606 9,761 4,936 2,030 1,057 468 215 176 51,509 

10,261円

割合 25.7% 38.1% 19.0% 9.6% 3.9% 2.1% 0.9% 0.4% 0.3% 100.0%

合計
受給者数［人］ 17,735 27,703 14,253 7,125 2,909 1,509 667 292 234 72,427 

10,324円

割合 24.5% 38.3% 19.7% 9.8% 4.0% 2.1% 0.9% 0.4% 0.3% 100.0%
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職業訓練受講給付金の不正受給の状況について

不正受給件数（件） 148

不正な申告や申請書類の偽造など 109

有欠席支給単位期間が３回生じた場合 17

有拒否支給単位期間が２回生じた場合 12

訓練機関から退校処分を受けた場合 10

不正受給金額（円） 54,346,973

返還命令額 29,632,161

納付命令額 24,714,812

※ 平成２３年度・２４年度の合計

32

【訓練奨励金の不正受給状況】
平成２３年度及び平成２４年度における訓練奨励金の不正受給の件数は４件。

（参考）訓練奨励金の不正受給、受講給付金の不正受給への関与のほか、認定基準への不適合、受講希
望者が定員の半数に満たなかったこと以外の理由による訓練実施機関都合の訓練の中止、申請内容と異
なる内容での訓練の実施等により、平成２３年度及び平成２４年度に訓練の認定を取消した件数は１０８件。



求職者支援資金融資の貸付実績について

平成23年度 平成24年度 累計

融資件数（件） 1,142 2,248 3,390

世帯 534 1,103 1,637

単身 608 1,145 1,753

融資額（千円） 348,800 735,560 1,084,360

世帯 216,320 460,510 676,830

単身 132,480 275,050 407,530
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利用者からの制度に対する主なご意見・ご要望

やむを得ない理由以外による欠席での給付金不支給について

体調不良により訓練を欠席した際、医療機関を受診しておらず、市販薬の領収書しかなかったため、やむを得ない
理由とは認められず不支給となったが、納得できない。

高齢の母親の体調が悪く訓練を欠席した際、母親は医療機関を受診しておらず、介護認定も受けていなかったこ
とから、やむを得ない理由とは認められず不支給となったが、納得できない。

やむを得ない理由による欠席で出席率８割未満となった場合の給付金不支給について

２０日の訓練実施日数のうち、６日の欠席（就職面接５日、バス遅延１日）により、出席率が８割未満となり不支給と
なった。就職を目指す制度なので、面接は欠席として扱わないなどできないか。

１９日の訓練実施日数のうち、４日の欠席（いずれも大雪による交通機関遅延）により、出席率が８割未満となり不
支給となった。個人の責めによらない事情でも欠席になるのは見直せないか。

訓練全体の出席率が８割未満となる場合の退校処分について

子どもが保育園に行っておりよく熱を出して休まなければならないが、全体の８割を切ると退校処分になると聞い
た。自分のまわりの母親も何人か退校処分になってしまい、自分も同じように退校処分になってしまうのか。

全国一律10万円の給付額について

東京など都市部においては、月10万円という額では、本人収入要件で認められている8万円以内の収入を足して
も生活が難しい。一方で、地域によってはパートなどである程度働いても10万円も得られないところもある。地域
の実情に合わせるべきではないか。
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就職の状況Ⅴ

35



就職①（就職者の雇用期間の定め・雇用形態）

○ 就職者のうち雇用期間の定めがない割合は、基礎コースでは62.8％、実践コースでは67.9％とな
ており、実践コースの方が高い

○ 就職者の雇用形態は、基礎コースではパートが最も多く33.4％、正社員は18.7％となっている。
実践コースでは正社員が最も多く28.5％、次いでパートが27.6％となっている

就職者の雇用期間の定め 就職者の雇用形態等

※平成２５年１月末までに終了した訓練コースにおける、訓練終了後３カ月後までに就職した者についての集計
※雇用期間の定め及び雇用形態等は、就職者が就職状況報告の時に自己申告した内容に基づく割合

正社員
18.7%

パート
33.4%

アルバイト
24.3%

派遣
9.9%

その他
12.0%

自営
1.6%

基礎コース

正社員
28.5%

パート
27.6%

アルバイト
18.4%

派遣
9.0%

その他
12.5%

自営
4.0%

実践コース

期間の

定めなし
62.8%

期間の

定めあり
37.2%

基礎コース

期間の

定めなし
67.9%

期間の

定めあり
32.1%

実践コース
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就職②（訓練終了後３か月以内に無期雇用で就職した者の定着状況）
（サンプル調査の結果より）

○ 訓練終了後３カ月以内に無期雇用で就職した者のうち、就職から約１０か月経過後も仕事を継続し
ている割合は70.6％

○ 継続していない場合の理由は、会社都合が約10%。労働条件や職場環境の不満が最も多く、
44.0％となっている

※求職者支援訓練修了者を対象とした
サンプル調査結果から作成

37

はい
70.6%

いいえ
26.4%

無回答
3.1%

就職した仕事を継続しているか(就職から約１０か月経過時点)

1か月未満
18.5%

1か月以上

3か月未満
26.4%

3か月以上

6か月未満
28.7%

6か月以上
25.0%

無回答
1.4%

現在継続していない場合の継続した期間
会社都合（倒

産・解雇等）
9.7%

知識・技能と

仕事が合わず
11.6%

条件や環境の

不満
44.0%

家族や家庭

の事情
13.0%

その他
16.7%

無回答
5.1%

現在継続していない場合の離職理由



就職③（訓練終了後３か月以内に有期雇用で就職した者の定着状況）
（サンプル調査の結果より）

○ 訓練終了後３カ月以内に有期雇用で就職した者のうち、就職から約１０か月経過後も仕事を継続し
ている割合は68.5％

○ 継続していない場合の理由は、会社都合や契約期間の満了があわせて約40%。次いで、労働条件
や職場環境の不満が多く、25.0％となっている

※求職者支援訓練修了者を対象とした
サンプル調査結果から作成
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はい
68.5%

いいえ
29.4%

無回答
2.1%

就職した仕事を継続しているか(就職から約１０か月経過時点)

1か月未満
17.1%

1か月以上

3か月未満
25.7%

3か月以上

6か月未満
28.9%

6か月以上
27.6%

無回答
0.7%

現在継続していない場合の継続した期間

会社都合（倒

産・解雇等）
6.6%

契約期間

満了
32.9%

知識・技能と

仕事が合わず
7.9%

条件や環境

の不満
25.0%

家族や家庭

の事情
9.2%

その他
15.8%

無回答
2.6%

現在継続していない場合の離職理由



就職④（訓練終了後３か月以内に就職した者の定着状況）
（サンプル調査の結果より）

○ 継続していない場合に、既に新たな仕事に就いた割合は56.2％

○ 新たな仕事に就いた場合、雇用期間の定めのない割合が63.2％。雇用形態はパートが最も多く
38.3％。就職経路は求人広告が最も多く、次いでハローワークの紹介が多い

はい
56.2%

いいえ
42.5%

無回答
1.3%

継続していない場合、
現在新たな仕事に就いたか

定めなし
63.2%

定めあり
34.4%

無回答
2.4%

新たに就いた仕事の
雇用期間の定め

ＨＷ紹介
31.1%

訓練の

企業実習先
1.9%

求人広告
33.5%

友人・知人
16.3%

その他
13.4%

無回答
3.8%

新たな仕事に就いた際の
就職経路

※求職者支援訓練修了者を対象とした
サンプル調査結果から作成

正社員
15.3%

パート
38.3%

アルバイト
12.4%

派遣
16.3%

自営業
2.9%

その他
12.0%

無回答
2.9%

新たに就いた仕事の

雇用形態
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就職⑤（訓練終了後３か月以内に就職した者の訓練と就職の関係に対する評価）
（サンプル調査の結果より）

はい
65.7%

いいえ
33.7%

無回答
0.5%

関連就職だったか

○ 訓練終了後の就職が、訓練内容と関連した業種や職種ではなかった者のうち、６割以上が「訓練を
受講したことがその後の就職に役立った」と感じている

○ 関連就職ではなかった理由は、「仕事内容よりも他のことを優先した」という理由が最も多い

とても

役立った
19.2%

役立った
41.3%

あまり

役立た

なかった
28.5%

全く役立た

なかった
9.7%

無回答
1.3%

関連就職ではなかった場合、
役に立ったか

仕事内容

以外を優先
42.2%

関連の仕事

には採用

されなかった
31.6%

その他
19.6%

無回答
6.6%

関連ではなかった理由

※求職者支援訓練修了者を対象とした
サンプル調査結果から作成
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就職⑥（訓練終了後３か月以内に就職できなかった者のその後の状況）
（サンプル調査の結果より）

はい
42.6%

いいえ
57.4%

現在就職しているか
（訓練終了から約１１か月経過時点）

定めなし
64.8%

定めあり
32.4%

無回答
2.8%

現在就職している場合の
雇用期間の定め

○ 訓練終了後3カ月以内に就職できなかった者のうち、訓練終了から約11か月経過時点で就職してい
る割合は42.6%

○ 就職している場合、雇用期間の定めのない割合が64.8%。就職経路はハローワークの紹介が最も
多く、次いで求人広告が多い

ＨＷ紹介
34.4%

訓練の企業

実習先
1.6%

求人広告
26.8%

友人・知人
14.0%

その他
21.6%

無回答
1.6%

現在就職している場合の
就職経路

※求職者支援訓練修了者を対象とした
サンプル調査結果から作成 41



就職⑦（雇用保険加入状況）

訓練終了後３か月以内に就職した者の雇用保険加入状況

○ 訓練終了後３か月以内に就職した者のうち、雇用保険に加入した者の割合は７～８割程度

○ 訓練終了後３か月以内に就職できなかった者のうち、訓練終了後11か月経過時点までの間に、
雇用保険に加入した者の割合は3割弱

※平成２５年１月末までに終了した訓練コース

※就職者が就職状況報告の時に自己申告した内容に基づいているが、実践コースについては、付加奨励金の審査時点におい
て、都道府県労働局による被保険者記録の確認結果を反映したものが含まれる値

訓練終了後３か月以内に就職できなかった者の雇用保険加入状況
（サンプル調査の結果より）

訓練終了から約11か月経過時点までの間に被保険者期間あり

２７．１％

※求職者支援訓練修了者を対象としたサンプル調査結果から作成
※ハローワークにおいて、雇用保険の被保険者記録を確認 42

就職者のうち雇用保険加入した割合 （修了者等のうち雇用保険加入した割合）

基礎 ８３．４％ （６３．８％）

実践 ６９．１％ （５２．７％）



① 抱える課題
・これまで児童教育に多く関わってきたが、資格がないことや体力面・安定性から限界を感
じ、職種転換を検討。

・パートでの事務経験はあるが、医療事務は未経験。

女性：３０歳代前半（夫と子ども２人） 希望職種：医療事務
直近の雇用形態：パート1年6か月（事務職）

※その他、児童英会話講師を約３年間

③ ハローワークによる支援
・訓練終了間際から求人への応募を始めるも不採用が続く中、個別担当者制による支援を実施。
・未経験である医療事務の仕事に就きたい動機を、いかに上手く説明するかがポイントであったため、経歴
や医療事務に興味を持った理由を詳しく聞き取り、希望した求人につながるような内容を盛り込んだ職務
経歴書となるように、一から作り直し、志望動機・自己ＰＲについても前職との共通性（接客、コミュニ
ケーション能力を活かせる等）を発見し、会社にアピールするようアドバイス。
・訓練受講で医療事務に関する数種類の資格を取得したが、面接の際、医療事務への職種転換の理由を明
確に答えられないことで就職に結びつかないことが続いていた。そこで、経験のある業種は違っても、対
象者自身の求めるものや貢献できることがあることを自覚してもらい、未経験職種への志望動機について
自信を持って回答できるようになるまで模擬面接等を実施。
・その結果、採用面接において、訓練で身につけたスキルのほか、自身のこれまでの経験を会社で活かした
いという熱意を伝えることができたため採用につながった。

④ 結 果
・病院において、医療クラークの正社員として採用（月収２０万円）

就職の事例①

43

② 受講した訓練
・求職者支援訓練の実践コース（医療・調剤事務科：訓練期間３か月）を受講。



① 抱える課題
・正社員経験がなく就労経験も乏しいため、求職活動に不安。
・自己理解のための自己分析（長所・短所・ＰＲ点等）が不十分。
・求職活動の現実に対する認識不足、具体的な活動方法について知識不足。

③ ハローワークによる支援
・訓練終了前から、指定来所日以外に担当者制による個別面談を実施。個別面談では、希望職種が定まらな
い、希望給与が非現実的である、応募書類にマイナスの言葉が多用されている等の問題点が発覚。労働条
件を含む職業情報の提供や応募書類について添削を実施。また、自己理解のための自己分析を行い、自身
の強み・弱み・アピールポイントなど気づきを促す支援を実施。
・自己理解が進み希望職種がかなり絞り込まれてからは、積極的に求人応募を開始。ハローワークからＰＣ
インストラクター求人３件を紹介し、応募先に合わせた応募書類の添削等を行ったことで採用につながっ
た。

④ 結 果
・大手スーパー内のパソコン教室にパソコンインストラクターの正社員として採用。

将来は室長候補（月収１８万円）

就職の事例②
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② 受講した訓練
・求職者支援訓練の基礎コース（オフィスビジネス基礎科：訓練期間３か月）を受講。

男性：３０歳代後半（単身） 希望職種：特になし
直近の雇用形態：アルバイト

※これ以外の職務経験なし



① 抱える課題
・これまで飲食店の接客サービスや食器洗浄などに従事していたため専門的な資格がない。
・前職は正社員雇用だったにも関わらず経営不振による解雇となり、ショックと今後への不安
が強い。

・飲食店での経験が長いが、飲食店の接客の求人では、生活費に必要な希望金額に達しない、
また短時間パートなど不安定。

③ ハローワークによる支援
・これまでは子供のため、とにかく生活費を稼ぐことが中心。今後は1人でも生活でき、やりがいをもち長
く続けられる仕事として事務職を希望していたものの経験がなく、ＰＣスキルもないためあきらめていた
が、ＰＣスキルに加え簿記も同時に習得することで、応募の幅が広がり事務職での採用可能性もあること
をアドバイスし、訓練受講へ誘導。
・訓練期間中は職業訓練受講給付金を活用。
・ＨＷでは個別担当者制で対応し、指定来所日ごとに、課題を明確にし、丁寧に支援した結果、訓練終了
の頃には履歴書・職務経歴書など応募書類の準備が完了。
・その後、定期的に求人情報を提供し、積極的な応募を促したことで採用につながった。

④ 結 果
・酒類・食品の卸売会社に一般事務のパートとして採用（雇用期間定め無し）

就職の事例③

45

② 受講した訓練
・求職者支援訓練の基礎コース（簿記・パソコン基礎科：訓練期間５か月）を受講。

女性：４０歳代後半（母子世帯） 希望職種：事務職
直近の雇用形態：正社員

※その他、飲食店での接客サービス、食器洗浄などを経験



① 抱える課題
・無職の息子と２人暮らし。
・パートで仕事をしていたが、より安定した仕事への就職を希望。
・年齢や求人の状況を踏まえ介護職を希望し就職活動をするが資格がないために不採用が続く。
・生活保護を受けており、そこからの脱却を目指し自治体の自立プログラムの対象となっている
が就職できていない。

③ ハローワークによる支援
・個別担当者制による支援を実施し、模擬面接、応募書類の記入アドバイスなどを実施。
・訓練の選考時の面接のためのアドバイスなども実施し、本人の自立の意欲が失われないよう支援。
・実務経験がないため、中高年トライアル制度を活用し、職業紹介、就職。
・その後、息子も公共職業訓練を受講し、就職することができた。

④ 結 果
・訪問介護事業所の介護職員（正社員）として採用（月収１７万円）

就職の事例④
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② 受講した訓練
・求職者支援訓練の実践コース（介護福祉サービス科：訓練期間３か月）を受講。

女性：４０歳代後半（子ども１人（２０代無職）） 希望職種：介護職
直近の雇用形態：パート1年（病院受付）

※その他、接客・調理を約６年間



財政の状況Ⅵ
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求職者支援制度の予算・決算の状況

（単位：億円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度

予算額 執行額 予算額 執行見込額 予算額

うち国庫
負担

うち保険料
負担

うち国庫
負担

うち保険料
負担

うち国庫
負担

うち保険料
負担

うち国庫
負担

うち保険料
負担

うち国庫
負担

うち保険料
負担

784 110 1,479 552 680 

206 579 31 79 361 1,098 128 423 160 521 
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１．求職者支援制度創設による失業給付費削減効果の試算
※ 労働者のうち短期間で就職・離職し、失業給付の受給を繰り返していた層が、求職者支援制度を利用することによって、安定した就職をすることで、こ

のサイクルを抜け出し、失業給付を受給しなくなる効果を試算。

２． 求職者支援制度創設による保険料増収効果の試算
※ 労働者のうち短期間で就職・離職し、失業給付の受給を繰り返していた層が、求職者支援制度を利用することによって、安定した就職をすることで、こ

のサイクルを抜け出し、安定的に保険料を納付することとなる効果を試算。

３． 求職者支援制度創設に要する費用の試算

求職者支援制度の支出額 （訓練奨励金＋給付金）

過去の試算
（第73回雇用保険部会提出）

※１．２は短期離転職者の訓練の受講により６年は勤続と仮定。

求職者支援制度創設による雇用保険料収支影響額の試算

約460億円 約214億円

今回の試算

創設後の在職時における保険料収入 約 80億円
創設前の在職時における保険料収入 約 60億円
差し引き 約 20億円

創設後の在職時における保険料収入 約 33億円
創設前の在職時における保険料収入 約 27億円
差し引き 約 6億円

約550億円 約233億円

約－70億円
１の効果＋２の効果－３の費用
＝460億円＋20億円－550億円

約－13億円
１の効果＋２の効果－３の費用
＝214億円＋6億円－233億円 49

○ 求職者支援制度創設による雇用保険料収支影響額



調査についてⅦ
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独立行政法人労働政策研究・研修機構における
求職者支援訓練受講者を対象とした調査について

・平成24年9月開講の求職者支援訓練の受講者全てを対象に、任意での協力による無記名のアンケートを実施。
・調査時期は訓練開始前（支援指示の際）及び訓練終了後（訓練終了後一度目の指定来所日の際）の２回。

調査の概要

※ 訓練終了後アンケート分は集計中のため、今回の資料には訓練開始前アンケートの結果のみを使用

回答状況

独立行政法人労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）における「求職者支援制度の効果分析及び効果
的な就職支援のあり方に関する研究」として、訓練受講者を対象に、求職者支援制度に関するアンケー
トを実施（資料の出典には「平成24年度ＪＩＬＰＴ調査」と記載。）

平成24年9月開講コースの
受講者数

訓練開始前アンケートの
有効回答者数

回収率

7,275人 6,337人 87.1%

男性 女性

33.5% 66.3%

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

2.3% 27.3% 29.6% 24.0% 12.8% 4.0%

回答者の属性
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・訓練を修了し平成24年4月中に就職した者（就職者）及び平成24年3月中に訓練を修了した者のうち終了3か月
後までに就職が決まらなかった者（未就職者）に対して、任意での協力による無記名のアンケートを実施
・アンケートでは、調査対象者の調査時点（平成25年2月）を回答

調査の概要

求職者支援訓練修了者に対象に、訓練終了後３か月以内に就職した場合や、就職できなかった場合の
その後の状況についてのアンケートを実施（資料の出典には「サンプル調査」と記載。）

求職者支援訓練修了者を対象としたサンプル調査について

就職者調査の回答状況

調査対象者 アンケートの有効回答者数 回収率

3,239人 1,343人 41.4%

男性 女性

24.3% 75.7%

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

0.6% 19.1% 25.0% 30.8% 16.8% 8.0%

就職者調査の回答者の属性

未就職者調査の回答状況

調査対象者 アンケートの有効回答者数 回収率

1,569人 589人 37.5%

男性 女性

42.3% 57.7%

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

1.0% 16.3% 26.7% 25.1% 19.9% 11.0%

未就職者調査の回答者の属性
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